
公共下水道事業計画検討業務（赤碕処理区） 仕様書

１．業務の目的

本業務では、琴浦町公共下水道赤碕処理区について、農業集落排水施設との統廃

合などを踏まえた汚水全体計画、事業計画の見直しを行うとともに、都市計画決定

図書及び都市計画事業認可申請図書の作成を目的とする。

主な見直し事項は、次のとおりである。

【全体計画】

●計画目標年次の延伸（R5 年度→R15 年度の延伸を予定）

●計画区域の拡大等（農集以西地区の編入、既存計画区域の一部削除）

●計画諸元の見直し（年次、区域の見直しを受けた人口、汚水量等の見直し）

●汚水管渠計画の見直し（区域編入に伴う接続幹線の追加など）

●処理場計画の見直し（計画汚水量等の変更に伴う容量計算等の見直し）

【事業計画】

●目標年次（工事完了予定年月日）の延伸（R5 年度→R12 年度の延伸を予定）

●計画区域の拡大等（農集以西地区の編入、既存計画区域の一部削除）

●計画諸元の変更（全体計画の見直し及び上記 2 項の変更に伴う人口、汚水量

等の変更）

●汚水管渠計画の変更（区域編入に伴う接続幹線の追加など）

●処理場計画の変更（計画汚水量等の変更に伴う容量計算の変更など）

【都市計画決定】

●申請図書の作成（農集の編入及び既存計画区域の一部削除など）

【都市計画事業認可】

●申請図書の作成（農集の編入及び既存計画区域の一部削除など）

２．業務の対象（汚水のみ）

２－１．全体計画（赤碕処理区）

既存計画区域：299.9ha

削除区域：28.8ha（＝全体計画区域 299.9－事業計画 284.1＋削除予定 10.0）

拡大区域：約 60ha（以西）

計：約 330ha

２－２．下水道法事業計画（赤碕処理区）

既存計画区域：284.1ha（現下水道法事業計画区域）

削除区域：10.0ha

拡大区域：約 60ha（全体計画と同様）

計：約 330ha



※農集（以西地区）の拡大区域面積については概算であるため、最終的に精査する。

２－３．都市計画決定（東伯処理区・赤碕処理区）

既存計画区域：東伯 422ha

赤碕 271ha

計：約 693ha

２－４．都市計画事業認可申請（東伯処理区・赤碕処理区）

既存計画区域：東伯 422ha

赤碕 263ha

計：約 685ha

※全体計画の見直しにより面積の増減が想定されるため、計画内容に応じて面積

の変更を行うものとする。



３．業務の内容

３－１．全体計画

（１）基礎調査

①現地踏査

計画区域の変更に関連する箇所の現地踏査を行う。

②都市計画関連資料収集・整理

地域特性、都市計画関連資料の収集整理を行う。

③汚水計画関連資料収集・整理

人口、給水量の実績及び計画等の汚水計画関連資料の収集整理を行う。

④既存の下水道の状況

既存の下水道計画、農業集落排水との統廃合に関する検討結果、下水道の整備

状況、維持管理状況等に関する資料の収集整理を行う。

（２）下水道整備の基本方針の確認

下水道計画区域の確認を行う。

（３）基本事項の検討

①整備目標

全体計画目標年次の設定を行う。

②計画区域の確認

既存の検討結果及び農業集落排水施設台帳を踏まえ、下水道全体計画区域の

設定（精査）を行う。

③計画フレームの設定

近年の社会情勢を踏まえた計画フレーム（計画人口）の見直しを行う。

④汚水量原単位

近年の実績等を考慮して、家庭汚水量原単位、水量変動率等の見直しを行う。

⑤計画汚水量

計画フレーム及び汚水量原単位等の見直し結果等を踏まえ、家庭、工場等計画

汚水量の見直しを行う。

⑥汚濁負荷量原単位

家庭汚濁負荷量原単位等の見直しを行う。

⑦計画汚濁負荷量

計画フレーム及び汚濁負荷量原単位の見直し結果等を踏まえ、家庭、工場等計

画汚濁負荷量及び処理場流入水質の見直しを行う。

⑧設計基準の確認

管渠の設計基準についての確認を行う。

（４）根幹的施設の配置の検討

①幹線ルートの検討

農業集落排水施設からの接続幹線ルートの設定を行う。



（５）汚水管渠計画

①平面図

一般図、幹線区割施設平面図の作成を行う。

②流量計算

幹線の流量計算書の作成を行う。

③縦断面図

未整備幹線の縦断面図の作成を行う。

幹線の流量計算書の作成を行う。

（６）終末処理場計画

①容量計算

計画汚水量及び処理場流入水質の見直し結果を踏まえ、処理場主要な施設の

容量計算を行う。

②施設計画

容量計算の結果を踏まえ、処理場主要な施設の施設計画の見直しを行う。

③図面作成

終末処理場の概略計画図（全体配置図）の作成を行う。

（７）財政計画の策定

①概算事業費

汚水未整備施設の概算事業費の算出を行う。

②事業計画

残事業の整備計画の整理を行う。

（８）提出図書の作成

報告書の作成を行う。

（９）計画協議

発注者との協議を行う。

３－２．下水道法事業計画

（１）基本作業の確認

業務計画書を作成し、業務内容、変更内容、事業計画スケジュール、確認事項、

発注者の要望、必要リストなどについて打ち合わせを行う。

（２）基礎調査

ストックマネジメント計画や経営戦略などの関連計画等の確認・整理を行う。

（３）基本事項の検討

①事業計画区域及び計画フレームの設定

事業計画区域及び計画人口の設定を行う。

②計画汚水量、汚濁負荷量の算定

事業計画目標年次における汚水量、汚濁負荷量及び流入・放流水質の設定を行



う。

（４）汚水管渠計画

拡大区域及び接続管渠を対象に汚水管渠計画を策定する。なお、農業集落排水

の既設管渠情報は、管渠台帳に基づき整理する。

①施設設計・点検の基本方針

管渠施設設計及び重要箇所の点検に関する基本方針の確認を行う。

②区画割及び面積測定

枝線管渠を含む路線ごとの区画割及び面積測定を行う。

③流量計算

路線ごとの汚水流下量の算定を行う。

④区画割平面図作成（拡大区域）

枝線管渠を含む区画割平面図の作成を行う。

なお、区画割平面図は、既存計画に準拠して施設平面図と併用して作成する。

⑤幹線管渠の縦断面図作成

事業計画区域の拡大に伴う接続管渠等の未設幹線管渠の縦断面図の作成を行

う。

⑥幹線管渠の施設平面図作成（拡大区域）

事業計画区域の拡大に伴う管渠の施設平面図の作成を行う。なお、当該図面は、

既存計画と同様に枝線管渠も含んで「区画割施設平面図」としての作成を行う。

⑦幹線管渠の流量計算表作成

管渠の流量計算表の作成を行う。なお、当該計算表は、既存計画と同様に枝線

管渠も含んで作成する。

⑧下水道計画一般図の作成

下水道事業計画一般図の作成を行う。

⑨概算事業費の算出

事業計画期間内の概算事業費の整理を行う。

（５）終末処理場計画

①年度別流入水量の検討

処理場への年度別流入水量の検討を行い、主要な施設の能力確認を行う。

②容量計算

事業計画諸元に対する容量計算を行う。

③各種図面作成

事業計画変更に必要な処理場計画図面の作成を行う。

④概算事業費の算出

事業計画期間内の改築・更新も含む概算事業費の整理を行う。



（６）下水処理による水質向上の見通し

①放流先水域の状況

処理場からの放流先水域の状況の整理を行う。

②下水処理による水質向上の見通し

下水道整備による削減負荷量の計算を行う。

（７）財政計画の策定

①年度別整備計画

事業期間内の年度別整備計画の整理を行う。

②年度別事業費の算出

事業期間内の年度別事業費の整理を行う。

③財源計画

事業期間内の財源計画の整理を行う。

④下水道使用料等の見通し

接続率及び有収率向上の取り組みと見通しの整理を行う。

（８）主要な施設の設置及び機能維持に関する中長期的な方針

①施設の整備に関する方針

汚水処理人口普及率の見込みについて整理する。

②施設の機能の維持に関する方針

ストックマネジメント計画に基づく改築・更新事業の状況や予定について整

理する。

（９）提出図書の作成

①事業計画書

事業計画変更に伴う事業計画書の作成を行う。

②事業計画説明書

事業計画変更に伴う事業計画説明書の作成を行う。

③提出図書まとめ

事業計画変更図書のとりまとめを行う。

④その他参考図書まとめ

事業計画変更説明書や打合せ議事録等、本業務に関する図書のとりまとめを

行う。

（10）設計協議

発注者との協議を行う。

３－３．都市計画決定

（１）基本事項の打合せ

要望事項の内容を把握し、計画決定作業方針やスケジュールについての打合

せを行う。



（２）総括図

下水道計画総括図の作成を行う。

（３）計画図

ポンプ場及び処理場の計画図の作成を行う。

（４）計画書

計画書及び理由書の作成を行う。

（５）参考図書

計画概要書及び都市計画審議会用関連図書の作成と、ポンプ場及び処理場の

水位関係図について整理を行う。

（６）まとめと照査

上記作業項目における方針の確定・確認と照査を行う。

３－４．都市計画事業認可申請

（１）基本事項の打合せ

要望事項の内容を把握し、事業認可作業方針やスケジュールについての打合

せを行う。

（２）計画図

事業地を表示する図面（位置図、下水道計画一般図等）の作成を行う。

（３）申請書

申請書及び計画書の作成を行う。

（４）参考図書

計画概要図の作成と、都市計画用途地域図やポンプ場及び処理場の水位関係

図について整理を行う。

（５）まとめと照査

上記作業項目における方針の確定・確認と照査を行う。

４．提出図書

４－１．全体計画

（１）全体計画説明書 ５部

（２）各種計画図 ５部

（３）その他関係図書 一式

（４）打合せ議事録 一式

（５）電子成果品 一式

４－２．下水道法事業計画

（１）下水道法事業計画図書 ５部

①事業計画書・説明書



②各種図面

（２）その他参考図書 一式

（３）打合せ議事録 一式

（４）電子成果品 一式

４－３．都市計画決定図書作成

（１）事業計画決定図書 ５部

（２）電子成果品 一式

４－４．都市計画事業認可申請図書作成

（１）事業認可申請図書 ５部

（２）電子成果品 一式

５．業務実績の登録

受託者は、調査設計業務実績情報サービス（ＴＥＣＲＩＳ）入力システム（（財）

日本建設情報総合センター）に基づき、「業務カルテ」を作成し、当該業務を担

当する職員の確認を受けた後に、「業務カルテ受領書」の写しを職員に提出しな

ければならない。

提出の期限は、以下のとおりとする。

１）受注時登録データの提出期限は、契約締結後 14 日以内とする。

２）完了時登録データの提出期限は、業務完了後 14 日以内とする。

３）なお、業務履行中に、受注時登録データの内容に変更があった場合は、変更

があった日から 14 日以内に変更データを提出しなければならない。

６．業務履行期限

令和５年３月３１日

＜参考図書＞

本業務は，下記に掲げる最新版図書を参考にして行うものとする。

（１）下水道事業の手引（日本水道新聞社）

（２）下水道計画の手引（全国建設研修センター）

（３）持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル

（国土交通省，農林水産省，環境省）

（４）流域別下水道整備総合計画調査指針と解説（国土交通省）

（５）下水道施設計画・設計指針と解説（日本下水道協会）

（６）下水道維持管理指針（日本下水道協会）

（７）小規模下水道計画・設計・維持管理指針と解説（日本下水道協会）



（８）下水道事業におけるコスト構造改善プログラム（国土交通省）

（９）下水道事業における費用効果分析マニュアル(案)（国土交通省）

（10）公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針（国土交通省）

（11）町村下水道着手マニュアル（日本下水道協会）

（12）バイオソリッド利活用基本計画（下水道汚泥処理総合計画）策定マニュアル

（日本下水道協会）

（13）高度処理施設設計マニュアル(案)（日本下水道協会）

（14）下水道収支分析モデルの作成について（日本下水道協会）

（15）新都市計画の手続（都市計画協会）

（16）下水道未普及早期解消のための事業推進マニュアル（案）（国土交通省）


